
令和元年１２月１６日総務財政委員会（市長質問以外） 

 

◆西 委員  お疲れさまです。午後の質問に移らせていただきます。 

 先ほどの吉川委員の御質問の中で、広報戦略の外部人材についてというところで、重複が

たくさんありますので、それをできる限り避けながら、まずその項目質問させていただきた

いと思いますが、広報プロモーション活動、現状については御説明ありましたが、その後、

お聞きをしたいのは、これまで広報部門で、外部人材登用したことあったと思いますが、そ

の内容についてと、その成果について御説明ください。 

 

◎深川 シティプロモーション担当課長  平成２５年度にシティプロモーション担当の

専門人材を公募しまして、大手化粧品メーカー等で商品開発や販売、マーケティング等に携

わった人材を登用いたしました。本市の都市魅力の一元的かつ有効なＰＲ策などを検討い

ただき、堺名誉大使、親善大使、ＰＲ冊子Ｓａｋａｉｓｔや小ネタ帖の作成、発行、東京・

さかい交流会との連携など、現在につながる取り組みを職員とともに進めていただきまし

た。そのことによりまして、職員が民間企業におけますプロモーションの観点や考え方など

を学び、そのノウハウが継承され、現在のシティプロモーション事業の取り組みにつながっ

ているものと認識しております。以上でございます。 

 

◆西 委員  いろいろと外部人材の方、何か残念ながら、本来のいていただく予定だった

期間じゃなくて、御家族の事情等々もあって、短い期間になってしまって、もっと長ければ、

もっといろんなノウハウ、いろんな経験あったんじゃないかということもお聞きをします

が、非常に本市のシティプロモーションにとって、非常に分岐点となるような出来事だった

のかなと思いますが、公室長、これに感想ございますか。 

 

◎柴 市長公室長  私自身、その外部人材の方と一緒に仕事させてもらいました。その中

で、お話しした中で記憶に残っておりますのは、やはり外から見た役所と中に入ってからの

役所の見方がやっぱり違うかったと。やはりそこで、もちろんこれまでもスキルを発揮して

もらうべくやっていただいたんですけども、その中で、私自身の反省としては、外部人材の

方が持っているスキルを職員の方にもっとしっかりと伝えなあかんなと。その仲立ちとい

いますか、間に入って伝えるというところが、当時自分も不足しておったなと反省してます。

また、その方のおっしゃったのは、同じようなことになりますが、自分自身が職員の現場に

行って話をしていただいたんですが、なかなか思いが職員に伝わりにくいというか、そうい

ったところをおっしゃっておられたとも記憶してございます。以上です。 

 

◆西 委員  突然済みませんでした。非常に今お話をいただいた中でもいろんな経験が

生きた期間だったんだろうなと思います。もし、もしというか、恐らく来ていただけるんだ



と思いますが、この外部人材の方がこれから来ていただくときに、ぜひ前回の足りなかった

ところ、生かし切れなかったところを生かしていただけたらなと思って、期待をしてやまな

いところでありますが、ちょっと繰り返しになる部分もあると思いますが、現状の課題につ

いて、今、認識をしているところをお示しください。 

 

◎松本 広報課長  市政に関する情報や市の魅力などの発信におきまして、当該情報も

内容ごとに対象者が誰であるか、またどのようなタイミング、媒体等で発信することが最も

効果的であるかという視点での取り組みが現状ではまだ十分ではないと考えております。 

 広報プロモーション部門はもとより、現在各部局での主体的に実施している活動も含め

まして、市全体で今後どのような発信をして、どのような効果に結びつけていくかというこ

とについて、考え方を統一し、それを市全体に浸透させながら、戦略的・体系的に取り組む

必要があると考えてございます。以上でございます。 

 

◆西 委員  今、課題を２つお示しをいただいたんですが、タイミングの問題、何を使う

か、どのような媒体を使うかという取り組みが不十分だ。そして、どのような発信をして、

どのような効果に結びつけていくかということについて考え方を統一し、戦略的・体系的に

取り組む必要がある。これ、ちょっと残念なんですよね。その外部人材がいらっしゃる前の

ときにも、ほぼ同じような話をしています。つまり、せっかく外部人材が来ていただいて、

さっきのような効果があって、さまざまな議論をしたはずなのに、ほぼ同じような課題で、

今も認識をされている、それは言葉が躍っているだけなのか、中身が変わってないだけなの

か、どっちなのかなと思うわけですが、非常に残念ですということは申し上げなきゃいけま

せん。 

 実は、タイミングとか媒体の活用の仕方については、皆さん何度も研修もされているんじ

ゃないんですか、外部の方から。平成２９年５月、平成３０年２月、議会でも答弁をしてい

ただいていますが、タッチポイントやブランドについて研修をされています。外部人材の方

だけじゃなくて、外部から広報の研修を広報部の中だけじゃなくて、各職員の皆さん、広報

担当職員さんを集めて、研修もされているはずなのに、言っていることがほとんど変わらな

い。非常に残念であります。ぜひですね、その点は改善をしていただきたい、もっと具体的

にしていただきたいと思っていますが、外部人材を活用する目的、理由についてお示しくだ

さい。 

 

◎松本 広報課長  先ほどの御答弁とも重なりますが、広報プロモーション活動を戦略

的に推進するに当たり、職員だけではなく、民間企業等においてマーケティングや企画、広

報、プロモーション戦略等の実務経験のある専門人材の知見やノウハウを取り入れ、より実

効性のある、これまで以上に実効性のある取り組みとなるよう外部人材を活用するもので

ございます。以上でございます。 



 

◆西 委員  やっぱり言葉が抽象的なんですよね。非常に残念です。外部人材を活用する

ことで期待できる効果について、どのように考えているかお示しください。 

 

◎松本 広報課長  行政職員の今持っている課題認識などとあわせまして、民間の専門

的な知見やノウハウを活用することで、より実効性のある広報プロモーション戦略を策定

し、市全体として統一的な方針、指針に基づいた広報プロモーション活動が推進できるもの

と考えております。さらにそのことによって、本来の広報の目的である市民の市政への関心、

理解を深め、堺への愛着の醸成や、多くの人に選ばれるまちになるという広報シティプロモ

ーションの目的の達成に一層資するものと考えてございます。以上でございます。 

 

◆西 委員  業務内容についてもお示しください。 

 

◎松本 広報課長  外部人材の業務内容につきましてですが、広報部の職員とともに、現

状の課題の分析、また企画の立案、庁内の調整等を行いながら、広報広聴プロモーション戦

略を策定いたします。また、体系的かつ統一的な方針、指針を確立いたします。策定した戦

略に基づきまして、より効果的な情報発信の提案、指導、助言を行っていただきます。また、

民間企業等で培ったスキルを市職員に伝え、職員のスキルアップを図るため、職員研修等も

実施いたします。以上でございます。 

 

◆西 委員  皆さんわかって使われているのだと信じたいんですけど、非常に戦略的と

か、体系的とか、統一的、大きな言葉、策定した戦略という言葉があります。実は今回の募

集要項を見ていると、ちょっとピントが合ってないんですけど、民間企業においてマーケテ

ィング、企画、広報広聴、プロモーション分野でブランド戦略、マーケティング戦略の立案、

ＳＮＳのデジタル媒体の発信、プレス戦略などの実務経験を５年以上有していること。これ

は年齢のほうはちょっと過去の分になってるかもしれないですが、この内容になっていま

す。さらに管理職としてマネジメント経験を３年以上有していること、さらに新たな環境に

順応し、多様な関係者と効率的かつ円滑にコミュニケーションし、主体的にプロジェクトを

推進する能力を有していること云々書いてありますが、先ほど吉川委員から御指摘があり

ましたけれども、恐らくこれ、広告代理店で１０年選手、２０年選手ぐらいをイメージをし

てるといいのかなと思ったりもするわけですが、彼らに話しました、この話、どう思う。非

常に重たいなと。こんなに全分野深くやらなあかんのというふうに、この言葉のファースト

インプレッションはそういうふうに、広告会社の１０年目、２０年目の皆さんは思うようで

あります。 

 非常に言葉が大きいんですね。皆さん、安易に使われているとは言いたくないけれども、

体系的、戦略的に、統一的に、非常に大きな言葉かつ分野も多岐にわたる。本当にこれ９４



０万円でこんな方来てくれるんかなと。どこまで深さを求めるかもいろいろあると思いま

すけど、言えばいいというもんじゃないということは、私は思わざるを得ないということは

言っておきます。 

 このような方に、さっき出ましたけども、広告代理店の１０年目、２０年目の人たちに、

この間、１０人ぐらい話したときに、こんなんで来ると思うという話をしたときに、いや、

なかなか難しいやろと。これがまだ、先ほどもちょっと出てましたけれども、ずっと雇用な

らいざ知らず、３年で、しかも堺に仮にゆかりがないとしたら余計に、非常にこの方が来る

というのは非常に難しいんじゃないかと、そう言っていました。来るとしたら、堺が大好き、

大好きで、堺のために頑張りたい、志だけで給料問題ちゃうって言って来てくれる人か、も

しくは何かひもついてんちゃうかと。ひも、このことはわかりにくいかもしれませんが、つ

まり１つは他市ではたくさん事例がありますが、派遣元といいますか、出元の会社から半分

ぐらい給料が補填をされている。もしくは、何か回り回って、発注の関係のところ、その方

が来ればどこかに発注が自動的にほぼかかるようになっている。そういった条件があって、

９４０万円で来てくれることはあるかもしれないけど、あと考えられるとしたら、大好きで

大好きで頑張りたい、お金の問題ちゃうって熱い思いで来てくれる人しかいないやろうな

と。なかなか普通の自分の待遇で比べたら、なかなかしんどいやろうな、このクラスの方が

本当に来るとしたらというコメントがありました。 

 つまり、先ほど申し上げたような後半の部分の疑念を少し持たれがちと言わざるを得な

いということでありますが、そうすると気になるんですが、公募されている外部人材につい

ては、会社等をやめて来るのか、どうなってるのか、どういうふうに採用するのかお示しく

ださい。 

 

◎野村 人事課長  今回公募を行っているポストは、地方公共団体の一般職の任期付職

員の採用に関する法律に基づく任期付職員として任用するものでございます。この任期付

職員は、地方公務員法における一般職に属する職員であることから、地方公務員法が適用さ

れるため、営利企業等の従事制限が課せられます。よって、委員お示しのとおり、採用され

る方が現在民間企業等にお勤めの場合には、退職をしていただき、本市の職務に専念してい

ただくことになります。以上でございます。 

 

◆西 委員  後段の心配はないということのお話だと思いますので、ぜひいらっしゃっ

てくださった方は、熱い思いで来てくださっているということで信じて、一緒に意見交換を

できたらなと思っておりますけど、ぜひ先ほど公室長おっしゃったような、過去の経験です

ね、過去にまだまだ足りなかったことも含めて、議論していただく、応援をしていただく、

そしてあわせまして、さっきちょっと残念と申し上げましたが、何年かたってもほぼ同じよ

うなことを課題として言わなきゃいけないようなことはなくしていただきたいし、さらに、

さっきの午前中の市長の質問で申し上げましたが、実はこの設計の中、１個だけ入ってない



のは、調査ということです。今の課題をどう認識して、それを変化をさせるという調査設計

ということが、恐らく行政の中で余りナレッジとしてないと思うので、そこのところをぜひ、

今さら応募要項には書けないと思いますが、そのことをしっかりとお願いをして、この戦略

をつくるときに、共同していただきたいなと思いますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 次の項目に移ります。 

 広報さかいと友好都市についてであります。友好都市ですね、なかなか市民の皆さん、友

好都市どこなのというのは、御存じない方もたくさんいらっしゃって、私にもよく聞かれま

す。先日、青少年指導員の私も役員をさせていただいていますので、青少年指導員の皆さん

と一緒に研修会で東吉野村に行ったら、一緒に行った青少年指導員さんも、友好都市なん知

らんかったわっていう会話がたくさんありました。この友好都市ですね、せっかく友好都市

なのに堺の中で発信をされていない、これは裏返しで、堺が友好都市の先で、ぜひ情報発信

をしていただきたいと思うわけでありますけれども、この堺市におけるそれぞれ友好都市

の情報発信の現状についてお示しください。 

 

◎松本 広報課長  堺の友好都市の情報発信につきましては、ホームページ上に常時掲

載しており、友好都市との交流イベント等の情報につきましては、随時広報さかいに掲載し、

お知らせしております。また、所管部局におきましては、友好都市で開催される交流イベン

トなどをチラシやパンフレットで紹介するほか、堺まつりなど、堺市内で開催されるイベン

トに友好都市のブースを出展する、また逆に友好都市で開催されるイベントに堺市のブー

スを出展するなどにより、友好都市相互の市民への発信を行っているところでございます。

以上でございます。 

 

◆西 委員  いろいろと発信をしていただいているということでありますけども、先ほ

ど伊豆丸委員がおっしゃったみたいに、もしかしたら広報さかいの中がわかりにくいこと

になってるから伝わってないのかもしれませんけれども、ぜひですね、広報さかいの中で、

友好都市、今のきょうの、今月、東吉野村が発信したいことは何か、田辺市が発信をしたい

ことは何か、いっぱいそれぞれありますけど、ダナン市が発信したいことは何か、そういう

ことのコーナーをつくって、今の状況について発信をしていただくというのはいかがでし

ょう。堺も、逆もしかりで、それぞれ友好都市のそういう広報に堺の今を発信をしていく、

それをするために、まず堺市が取り組まないといけないと思いますので、広報さかい、ペー

ジが限られていますけれども、その中で、友好都市の情報を定期的に発信をしていただくこ

とによって、交流が密になると思います。どこでもドアじゃないですけども、やっぱり友好

都市という窓口を使って、それぞれの情報発信ができるようにすべきだと思いますが、これ

はいかがでしょうか。 

 



◎松本 広報課長  友好都市の情報を発信することにつきましては、本市と友好都市の

相互交流の促進につながるものと考えております。友好都市の情報を発信するに当たりま

しては、広報さかいだけではなく、発信する内容や団体などについて、どのような手法で発

信すれば最も効果的であるかについて、所管部局とも連携しながら検討してまいります。以

上でございます。 

 

◆西 委員  ぜひよろしくお願いしたいと思いますが、所管部局経由の発信も大事やと

思いますが、やはり友好都市なので、ぜひですね、ある意味、所管課経由で広報さかいには

載るということにルールになっているとはいつも聞いてますけども、それと同じ並列で並

ぶぐらい、所管課に何か記事ないか、堺で発信しとくことないかということを、所管課と並

列ぐらいで各友好都市にも問いかけてもらう、そういうふうな仕組みでやっていただける

ように、これちょっと中期的な課題かもしれませんが、よろしくお願いしたいと思います。 

 次の項目に移ります。 

 ＳＤＧｓの市民周知の方法についてでありますが、現在、堺におけるＳＤＧｓの市民認知

度の状況についてお示しください。 

 

◎塩見 政策企画担当課長 まず、国のほうの認知度の状況のほうを御報告させてもらい

ます。 

 国におきましては、ＳＤＧｓ実施指針改定案で示している企業広報戦略研究所が実施し

ました２０１９年度ＥＳＧ／ＳＤＧｓに関する意識調査におきましては、ＳＤＧｓに関し

て詳しく知っていると回答した割合が７．１％、聞いたことがあると回答した割合が１７．

１％と、ＳＤＧｓの認知度の合計は２４．２％でした。本市におきましては、市政モニター

アンケートにおきまして昨年度と今年度に市民の認知度を調査しております。昨年度です

が、言葉も意味も知っていると回答した割合が７．４％、言葉は知っていると回答した割合

が１０．５％と、ＳＤＧｓについての認知している方々の割合は合計１７．９％でした。 

 今年度におきましては、言葉も意味も知っていると回答した割合が１６．８％、言葉は知

っていると回答した割合が１６．６％と、合計３３．４％の方がＳＤＧｓについて認知して

おりました。国において示された認知度よりも上回っております。以上でございます。 

 

◆西 委員  国全で２４％、堺市で３３．４、認知度が上がっているということでありま

すけども、これいいことですねって言いたい部分がありますが、一方で、我々は未来都市な

んですから、ちょっと少ないですねぐらいのふうに申し上げなきゃいけないんだろうなと

思っています。当局の皆さんが頑張ってないと申し上げるつもりはありませんが、もっとも

っと広げていただかなきゃいけないんだろうなと思います。 

 堺市において、ＳＤＧｓの市民認知度の向上をどのようにされているかお示しください。 

 



◎塩見 政策企画担当課長 本市は、平成３０年６月にＳＤＧｓ未来都市に選定されて以

降、ＳＤＧｓの１７のゴールを見据え、全庁一丸となってＳＤＧｓの達成に向けて取り組み

を進めております。本市におけるＳＤＧｓの普及啓発の取り組みにつきましては、とりわけ

市長公室と環境局とは役割を分担し、連携しながら推進しております。ＳＤＧｓの認知度の

向上に向けて、市長公室におきましては、ＳＤＧｓの達成に向けた本市全体の取り組み状況

などの情報発信に取り組んでおります。 

 昨年度と今年度に本市や神戸市、和歌山市などと関西湾岸地域の自治体と甲南大学が連

携して開催しました関西湾岸ＳＤＧｓチャレンジや、ことしの１０月に産業、行政、大学の

各関係者を対象にみずほ証券が開催しました第４回産官学連携セミナーなどのさまざまな

機会を捉えて情報発信に取り組んでおります。 

 また、環境局におきましては、ＳＤＧｓに関する認知度の向上に向けて、市民、事業者な

どへの普及啓発の取り組みを進めております。ＳＤＧｓ未来都市・堺のロゴマークを活用し

たタペストリーの掲出や、区民まつりにおけるリーフレットや啓発パネルを活用した周知、

ＳＮＳを活用したキャンペーンなどを実施しております。 

 認知度の向上に向けましては、各局が自分事としてＳＤＧｓの取り組みを推進していく

ことが重要と認識しております。今後、各事業とＳＤＧｓの各ゴールとの関係をより明確化

するとともに、ＳＤＧｓの達成に向けた各局の取り組みの情報発信を強化をするなど、さら

なるＳＤＧｓの普及啓発に努めてまいります。以上でございます。 

 

◆西 委員  ぜひですね、取り組みを進めていただきたいと思います。ただ今のお話です

と、仕組みになってないんですよね。イベントが多い。もちろんこれするなというわけじゃ

なくて、イベントはイベントで大事だと思うんですが、基本的にイベントが中心になっちゃ

ってると。 

 この間、北九州市で話してたら、やっぱり市民参加型で、人権センターとかを中心に、市

民参加の仕組みができている。しかしながら、堺市はまだまだＳＤＧｓをイベントを中心に

発信をしている、ここのところが弱いんじゃないかなというふうに思わざるを得ません。ぜ

ひですね、もっと市民参加型で、ＳＤＧｓ認知向上に取り組んでいただきたいと思います。 

 ただ今おっしゃっていただいた最後のところ、各事業とＳＤＧｓの各ゴールとの関係を

より明確化するとともにというところは、これですね、非常にこの間お聞きをして、我々は

実は見れてないんですが、お聞きをして驚いたのは、予算要求シートの中にＳＤＧｓのどの

項目とリンクするかということを書いてあるというふうにお聞きをしました。これ非常に

すばらしいことだなと思っています。それぞれの事業を、もちろん一切関係ない、給料支払

い事務とＳＤＧｓが何の関係あるかというのはあると思いますが、それぞれの事務事業と

ＳＤＧｓを関連づけるというのは、各部局に意識づけをしていただいて、それを予算要求シ

ートの中で載せているということでありますから、これは非常にすばらしい取り組みで、前

向きに評価できるなと思っています。 



 少し前に大毛議員が、議員生活を終わられるときの質問の中で、ＳＤＧｓの推進本部会議、

局長級だけで大丈夫かというふうにおっしゃられたと思いますが、ぜひこれ部局間、皆さん

でさまざまにボトムアップで取り組んでいただいて、ＳＤＧｓの取り組みは全庁挙げてや

っていただいて、さらに市民参加も広げていく、よろしくお願いしたいと思います。 

 次の項目に移らせていただきます。 

 ＩＣＴ化と行政文書の印鑑についての項目であります。本市における行政文書において

印鑑というのはどのように使用されているのかお示しください。 

 

◎津越 法制文書課長  印鑑の使用についてですが、本市におきましては、事務の処理に

係る意思決定や、上司、その他職員の閲覧などの場合には、原則として文書管理システムを

用いた電子決裁や電子供覧を行うこととしておりますが、事務処理によっては電子的な方

法によらない意思決定や文書の供覧を行うことも可能としており、このような場合に印鑑

の押印による処理を行うこととなっております。また、市民や市内の事業者等から本市に提

出される申請書、届出書等については、押印を求めているものが多数存在いたします。以上

でございます。 

 

◆西 委員  非常に庁内のシステムを私さわっているわけではないので、庁内システム

は詳しくはわかりませんけれども、市内の事業者等から提出されている申請書、届出書につ

いては押印多いなと、議会の中に回っている書類でも押印多いなと思います。さらに一部、

当局の皆さんから見せていただく文書には判こがたくさん押してある、やっぱり行政って

判こ多いなと思わざるを得ないわけでありますけれども、この印鑑を使用する意図、何かお

示しください。 

 

◎津越 法制文書課長  民事訴訟法第２２８条第４項では、文書の成立に関して、「私文

書は、本人又はその代理人の署名又は押印があるときは、真正に成立したものと推定する。」

とし、押印はその文書が真正に成立したと推定する要件の１つとされております。本市にお

きましても、申請書等に押印を求め、または公印を使用するのは、当該文書が本人の意思に

基づき真正に成立したものであることを確認するため、または本市が発行した文書である

ことを証明するためのものであると考えております。以上でございます。 

 

◆西 委員  そうなんですよね、法律上はそういう理屈になっていると。ただ、正直申し

上げて、率直に申し上げて、印鑑というものが一般の生活者の感覚として、真正に成立した

ということを必ず証明できるものではもはやない。特に私、西みたいな簡単な字では、幾ら

でも印鑑がそこらじゅう転がっていますし、本当に真正なものかなと思いながら取り扱う

ことも多いわけでありますが、印鑑ですね、印鑑や手書きの署名があることによって電子デ

ータ化するということが、非常に今ＲＰＡの議論もやってる中で、課題が多くなってしまう



原因の１つだと思いますけれども、この電子データの内容が真正に成立したことを確認す

るということはできるんでしょうか。 

 

◎津越 法制文書課長  電子署名及び認証業務に関する法律第３条では、電磁的記録に

記録された情報について、本人による電子署名が行われているときは、真正に成立したもの

と推定するとされ、電子署名が付されている電磁的記録について、本人等の意思に基づき真

正に成立したものと推定されることが規定されています。 

 また、ことし５月３１日に公布されました情報通信技術の活用による行政手続等に係る

関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等におけ

る情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律、いわゆるデジタル手続法

ですが、ここでは、個々の手続、サービスが一貫してデジタルで完結することなどを基本原

則といたしまして、この電子署名等の利用も含めたオンライン化による行政手続について

の法整備がなされています。以上です。 

 

◆西 委員  今お示しをいただいたデジタル手続法をお示しいただきましたが、とはい

いながら、実際現場で見ていると、まだまだ判こを押されていたり、手書きで署名を求めら

れていたりということがたくさんあるように思います。これが結局、データ化するときに、

ＯＣＲでスキャンしたら、確かにＰＤＦファイル化されると思いますが、そうすると数字デ

ータとしては死んでしまうということがあると思う。もちろんお金をかければ、それをＯＣ

Ｒにして数字データにして、システム化するということはできるわけでありますけれども、

これをＲＰＡするときに、これだけでまたお金がかかるシステムを導入しなきゃいけなく

なっちゃうということになると思います。 

 どうしても必要な場合は、当然、印鑑を押すべきですので、これ全て廃止するとは言いま

せんけども、何でもかんでも、どっちかといえば必要じゃないかぐらいの判断で、慣例的に

押印を求めるということで、デジタル化、オンライン化の推進を妨げていることというのは

多いんじゃないかと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

◎井川 情報化推進課長  印鑑を求める手続とは、翻れば、紙様式による申請、届出とい

うことになります。これ自体がデジタル化の妨げになるとまでは言い切れませんけれども、

デジタルデータをダイレクトにやりとりするオンライン化の考え方とすれば、遠ざかるも

のであるということは否定できないと思っております。以上です。 

 

◆西 委員  ぎりぎりの答弁ありがとうございます。デジタル化の妨げになるとまでは

言わないもののとおっしゃいましたけど、余り印鑑の書類が多いと、デジタル化の妨げ、も

しくは、こういう情報システムの高コスト化につながるんだと思いますが、今後、まさに今

ＲＰＡの議論もあると思いますけども、ＩＣＴ化が進む中で、堺市としては印鑑、押印のあ



る文書について、どのようにされていこうとしているのかお示しください。 

 

◎井川 情報化推進課長  先ほどの御答弁の中にもございましたが、いわゆるデジタル

手続法では、基本原則でありますデジタルファーストという考え方のほか、行政手続のオン

ライン化を強く推し進めることが掲げられており、本市といたしましても一層オンライン

手続を推進させなければならないと認識しております。そのため、現在、申請書において印

鑑を求めている手続等についても、いま一度、業務所管課とともに事務処理の内容を十分に

精査しながら、庁内窓口におけるさまざまな手続の電子化、オンライン化に取り組んでまい

ります。さらに、こういった行政手続のオンライン化やデータの有効活用を促進するために

は、個々の職員が押印１つについてもその必要について思いをめぐらす必要があると考え

ております。今後も事務処理のあり方とシステムの関連を考慮できるような職員のＩＣＴ

リテラシーの向上策について検討、実施していきます。 

 一方、これまでの押印も含めて、これまでどおり厳格な本人認証等が必要な手続のオンラ

イン化には、公的個人認証の基盤でありますマイナンバーカード、マイナンバー制度の活用

が必要であると考えておりまして、まずはマイナンバーカードの普及に注力していくとと

もに、これらについてもオンライン手続の拡大に努めてまいります。以上です。 

 

◆西 委員  今から頑張っていただくということでありますけれども、ＩＣＴリテラシ

ーの向上策について検討、実施していく、これまでもいろんな議論をさせていただいていま

すし、やっていただいているんだと思いますが、しかしながら、現場でいろんな書類にかか

わらせていただくと、本当にこれＩＣＴリテラシーあるのかな、残念ながら思わざるを得な

いんですけど、よくよく聞くと、現場の職員さんは、そこに非常にもどかしい思いを抱えて

いらっしゃる職員さんもたくさんいらっしゃって、本当はこうしたいんだけど、なかなか過

去の先輩方がつくった書類がこうなっていて、過去の先輩がやってこられたやり方がこう

なっていてという話を実は聞きます。つまり、リテラシーだけの問題じゃなくて、いろいろ

と慣性の法則が残っている面も、やっぱりそれは組織ですから仕方がない面もあるのかも

しれませんが、こういうことが進まない原因になっているものはあると思います。 

 いろいろとこれからつくっていく書類に関しては、新しい様式をつくるときは、そういう

ＩＣＴ化を視野に入れた書類づくりできると思うんですが、今まである様式もぜひ一回全

部検討していただきたいですよね。どうしても本当に必要な、どっちかといえば押したらい

いんじゃないかではなくて、どうしても必要なの、本当に必要なの、そういう確認を１個１

個の様式にしてもらう、それぞれの職員さん任せにするんじゃなく組織的にやっていただ

きたいなと思ってますけど、局長、御決意をお願いします。 

 

◎土生 総務局長  きょうはずっとＩＣＴとか、それから職員の意識の問題というのも

いろいろお話し、議論をさせていただきました。やはりいろいろこれまでの公務員独特の仕



掛けであったり、考え方であったり、それから人材の活用であったりというところ、全部そ

うだと思うんですけれど、その流れから、なかなか脱却できてないというのが現実にはある

んだろうと思います。 

 今回、ちょっと今の御質問から外れるかもしれませんけど、採用の昇任の基準を変えたり

とか、外部の人材も採用したりということも含めまして、これまでの制度ではなかなか今、

動きが速い社会に追いつけてないところを少しでもキャッチアップしていくというんです

かね、役所の制度の中で動けるところは、そういうふうにして変えていく。そうでない、要

は根本的な法的なものについては、別な手法を考えていくというような事柄をますます求

められていくんだろうと思います。 

 今の印鑑のお話もそうだと思います。おっしゃっているとおりで、どっちかやったら押す

ほうに残しておこかというのが今までの役所の考え方だったと思います。印鑑の真正性と

いう感覚も、一番最初に西委員がおっしゃったとおりだと思います。昔はやっぱり印鑑１つ

１つというのは、社会の一般的な常識として、本人のサインよりも真正性が高いというのが

日本の常識でしたから、それが今は日常的に印鑑を使用せずに済んでいる世代の人たちい

うのは、実際はたくさんいらっしゃるんだと思います。そういう社会の動きであったり、常

識の変化であったりいうことについて、何とか役所もちゃんとキャッチアップをして、より

効率的に事務を進めれるようになっていけばいいのかなというふうに思っておりますので、

そこはなかなかそういうふうな御信頼を得てないなというじくじたるところもありますけ

れど、危機意識というのは皆持ってると思いますので、それを現実に変えていけれるように、

一丸となってやっていきたいというふうに思っております。 

 

◆西 委員  信頼をしてないわけではありませんで、組織的にぜひ、それぞれの現場職員

のリテラシー任せだけじゃなくて、組織的に印鑑というものをどうしても必要なのかとい

うことを、ぜひ見直していただくことをよろしくお願い申し上げまして、質問を終わります。

ありがとうございます。 


